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両コｰス20年のあゆみ

斎藤友三郎(海外地質調査協力室)

�浯���十��

南の発展途上副こ対するわが国の技術協力計画の一

環として地質調査所は昭和40年代の初めから長年にわ

たって2つの集団研修を受け持ってきた.沿海鉱物資

源探査集団研修コｰス(OffshoreProspecting,以下“沿海コ

ｰス"と略称)と地下水資源開発集団研修コｰス(Ground-

waterResOurcesDeve10pment,以下“地下水コｰス"と略称)

とがそれであり両コｰスは奇しくも昭和42年(1967)

に同時に開設された.またこの年は本所に海外地質

調査協力室(以下“海外室"と略称)が新設された年にも

あたりことしはそろって20周年の記念すべき年であ

る.

毎年の研修の実施状況についてはそれぞれのコｰス

の年次報告書に詳しく記載され本誌上にも多くの記事

が寄せられてきた･そのたかで昭和52年の本誌記事

は両コｰス10年の歴史を知るうえの貴重な文献となって

いる(長谷川･野間･松井1977).

今回の記念記事では記録性を高める立場から過去20

年間の年表を作成することに重点を置き本文の記述は

各年のトピックについて行間を埋めることにした.た

お末尾の出版物リストは資料検索の便を図ったもので

ある.

設立にいたるまで

経済･社会基盤の強化をめざす開発途上国にとって

沿海(大陸棚)の石油をはじめとする鉱物資源の探査

安定した水の供給源としての地下水資源の開発はとも

に解決を急がれる最も重要た課題のひとつである.

このためタイのハンコックに本部をもつ国連ECAFE

(極東･アジア経済委員会現在のESCAP一アジア･太平洋

経済社会委員会)は早くからこの問題に欠きた関心を寄せ

これら資源の探査および開発に携わる技術者の教育･訓

練センタｰの設置を企画していた.沿海および地下水

面コｰスの集団研修はいずれもECAFEの強い要請に

もとづきわが国がこれを国の技術協力計画に組み入れ

る彩で実現したものである.

すたわち地下水コｰスの場合は昭和35年12月セイ

ロン(現在のスリランカ)のコ回ソホで開かれたECAFE

第4回水資源技術会議において地下水開発技術研修セ

ンタｰ(仮称)を域内のどこかに設置Lようとする案が

討議されたことにはじまる.しかしこの構想は一度

設置を引受けたインドが国内情勢の変化を理由に翌年に

は断ったことECAFEの原案では規模が大き過ぎ(お

よそ5億円)資金調達の目途が立たなかったことたどか

ら実際に設立の見通しを得たのは昭和40年春ごろであ

る.つぎに沿海コｰスの場合は昭和40年3月ニュｰ

ジｰランドのウェリントンで開かれたECAFE第21回総

会においてアジア地域沿海鉱物資源の共同探査推進を

決議したことに端を発している･これを受けて発足し

た沿海鉱物資源共同探査調整委員会(CCOP)は昭和41年

5月フィリピンのマニラで第1回の会合をもちここで

海上物理探査訓練センタｰ(仮称)を日本に設置したい

という要請案が採択された.

その後の両コｰス開設にいたる経過は関係の機関で

協議を重ねた結果受げ入れの窓口はすでに政府べ一

スの集団研修に数年以上の経験をもつ海外技術協力事業

団(OTCA,現在のJICA一国際協力事業団)とし技術研

修の実務は地質調査所が関係の大学･研究所･会社だと

の協力を得たがら実施することで準備が進められた.

昭和42年(第1回)

沿海コｰスおよび地下水コｰスの集団研修はそれぞ

れ5月16目および6月3目の東京インタｰナショナルセ

ンタｰ(TIC)における開講式をもって誕生の運びとな

った.

第!回沿海コｰスヘの参加はインドネシア･韓国･一マ

レｰシア･フィリピン･台湾･タイおよびベトナムの7

か国でいずれもECAFE域内の国ぐにである.一方

地下水コｰスの参加11か国はECAFE域内のインドネシ

ア･韓国･ラオス･フィリピンおよびタイのほかにア

フガニスタン･ビルマ･インド･イラン･パキスタンお

よびセイロンが加わっている.地下水コｰスでは当初

から参加の基準を“コロンボ･プランなどによるECAFE

域内国"とし対象国を広げられる方針がとられていた.

地下水コｰスはまたECAFEの原案を取り入れグ

リｰン(地下水開発の計画･探査･管理)とブルｰ(さく井

技術)の2コｰス編成で出発した点にも欠きた特徴があ

る.いずれも重要たテｰマであるが両者の内容の違い
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沿海コｰスの早川正巳博士

は余りにも大きくその後のコｰスの運営に欠きた影響

をあたえることにたった.

たお当時はまだコｰスリｰダｰの制度をもたず研

修計画の立案は沿海コｰスでは本所物理探査部の早川

正巳･陶山淳治両氏地下水コｰスは応用地質部(現在

の環境地質部)の蔵田延男氏が所内および所外の関係者

と協議しカリキュラムなどの作成にあたった｡

昭和43年(第2回)

用地難などで準備が遅れていた地質調査所付属の研修

センタｰは昭和43年3月本所(溝ノロ)構内に新築さ

れた.鉄筋造2階延311㎡のしょう酒た建物には講義

室(2)･実験室(2)だとが配置され所内講師による

講義と室内実習に使用されることにたった.しかしこ

の研修所には研修員の宿舎TIC(市ヶ谷)から遠いとい

う大きた問題があり十分に活用することができたかっ

た.結局は数年を待たずに沿海コｰスの主教場は本

所東京分室(河田町)地下水コｰスのそれはTICに移る

ことにたる.

昭和44年(第3回)

地下水コｰスにおけるグリｰンコｰスとブルｰコｰス

の併設は前2回の試行によって運営の難しさが明らか

にたり両者の1本化が図られた｡応募資格を学卒者

または水理地質専門家としたこともあって実際にはグ

リｰンコｰス化を進める結果を招いた.

沿海コｰスでは昭和42･43両年度の集団研修報告書

がはじめて地質調査所月報に掲載された(小谷1969)･

昭和45年(第4回)

沿海コｰスでははじめてエジプト･インド･パキス

タンから研修員を受け入れた･これは研修も4年目を

1986年12月号

地下水コｰスの蔵田延男博士

迎えて割当国を当初のECAFE域内国から他の開発途

上国にも広げたことによるものである.

たお両コｰスはこの年から集団研修の年次報告書を

出版するようにたった｡研修計画･実施経過･研修員

の評価･担当者の所見などを記述したもので毎年の研

修内容をつたえる最も重要な資料となっている･表

題は｢集団研修に対する評価と所見｣から｢集団研修報

告｣に変えられたが現在も継続している本所海外室の

出版物である.

昭和46年(第5回)

すでに4年を経過Lた両コｰスはここで最初の欠き

た節目を迎える.地質調査所長を長とする運営委員会

の設置がそれでありJICA研修事業部長･本所関係部

長･学識経験者･関係団体･企業の代表老に委員を委嘱

しコｰスの計画･運営の基本方針が諮られるようにな

った.また委員長によるコｰスリｰダｰの指名が制度

化されカリキュラムの作成と研修の実施を担当するこ

とにたった'

地下水コｰスでは研修期間をそれまでの7か月から

4か月に短縮するという大きた変更が加えられた.｢わ

れわれは基礎的た理論や地下水開発に対する普通の方法

は知っている｣｢これらの講義に長い時間を貸すより

実習に時間をかけて欲しい｣などの研修員の提言を受け

入れ基礎的た講義を全面的に整理した結果である｡こ

れが契機とたって本コｰスはその後は現在にいたるま

で4か月の期問が維持されている･

なおこの年は国際地下水学会(IAH)が東京で開催

された年でもある.地下水コｰスではこれを機会に

τ967～1969年の帰国研修員の中から7名を再招致し学

会参加を中心とする最新技術についての講義と討論が行

われた.両コｰス20年の間に上級コｰスが開かれたのは�
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表1-1

両コｰスの年表(1)

年�沿海コｰス�地下水コｰス�備考

昭和42年�コｰス開設�コｰス開設�

(1967)�1回生:7か国ユO名�1回生:11か国11名�海外地質調査協力室新設

�期問:5.10～12.20�期問:6.1～11.30�石油開発公団発足

�(5.16～12.11)�(6.3～11.22)�東南アジア諸国連合

�参加国:インドネシア､韓国､マレｰシア�参加国:アフガニスタン､ビルマ､インド�(ASEAN)設立

�フィリピン､台湾､タイ､ベトナム�インドネシア､イラン､韓国､ラオス､バキ�

��スタン､フィリピン､スリランカ､タイ�

��グリｰンコｰスとブ)レｰコｰスの編成�

昭和43年�2回生:7か国9名�2回生:9か国9名�

(1968)�期間:5.1O～12.20�期間:6.1～11.30�小笠原諸島返還

�(5.17～12.17)�(6.7～11.26)�第7回沿海共同探査調査委員

�ビルマ初参加�エチオピア初参加�会(東京)

�地質調査所･研修所(溝ノロ)新築�地質調査所･研修所(溝ノロ)新築�

昭和44年�3回生:7か国8名�3回生:11か国ユ2名�

(1969)�期間:5.10～12.20�期間:6.1～12.20�アポロ11号月面着陸

�(5.16～12.16)�(6.9～12.17)�

�サウジアラビア初参加�サウジアラビア､台湾初参加�

�国際集団研修監理報告(第1回･第2回)�研修期問を7か月に延長�

��グリｰンコｰス､ブ)トコｰスの1本化�

昭和45年�4回生:12か国12名�4回生110か国10名�

(1970)�期間:5.10～12.20�期間:6.1～12.20�日本万国博覧会(大阪)

�(5.19～12.15)�(6.8～12.15)�

�エジプト､インド､パキスタン初参加�トルコ初参加�

�研修年次報告書の出版開始�研修年次報告書の出版開始�

昭和46年�5回生:13か国14名�5回生:12か国12名�

(1971)�期間:5.ユO～12.20�期間:7.1～10.31�国際地下水学会(東京)

�(5.25～ユ2.14)�(7.7～10.28)�ドル･ショック

�ブラジル､コロンビア､エクアドノkペレ吻惨加�アルゼンチン､エジプト､マレｰシア､�

�運営委員会発足コｰスリｰダｰ指名(長谷川)�ネパｰル､ベトナム初参加�

�個別研修(技術リポｰト作成)試行�運営委員会発足コｰスリｰダｰ指名(村下)�

��研修期問を4か月に短縮�

��上級コｰス(7か国7名8.16～9.15)�

昭和47年�6回生:8か国9名�6回生:11か国12名�

(1972)�期間:5.15～11.16�期間:8.21～12.20)�沖縄返還

�(5.22～11.9)�(8.28～12.16)�日中国交回復

�カンボジア初参加�ブラジル､リビア初参加�冬季オリンピック(札幌)

�研修期間を6か月に短縮�地下水開発野外実習(常磐)開始�

�個別研修一時停止�カントリｰリポｰト出版開始�

��技術リポｰト出版開始�

昭和48年�7回生:11か国12名�7回生:11か国11名�

(1973)�期間:5.6～12.20�期間:8.19～12.20�第1次石油ショック

�(7.9～12.17)�(8.27～12.17)�

�ナイジェリア､トルコ初参加�バングラデシュ､イラク初参加�

�研修期間を7か月にもどす�コｰスリｰダｰ交代(→野間)�

�日本語研修(3週間)開始��

�台湾への割り当て停止��

カッコ内の数字は技術研修期間を示す

地質ニュｰス388号�
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表1-2

両コｰスの年表(2)

年�沿海コｰス�地下水コｰス�備考

昭和49年�8回生:13か国15名�8回生:9か国9名�

(1974)�期問:5.6～12.20�期間:8.4～12.5�海洋地質部新設

�(7.8～12,16)�(8.12～11.27)�筑波大学開校

�バングラデシュ､リビア初参加�地下水開発野外実習(常磐)終了�国際協力事業団発足

�白嶺丸乗船実習開始��

�個別研修再開��

昭和50年�49年度帰国研修員巡回指導東南アジア3�49年度帰国研修員巡回指導東南アジア3�

(1975)�か国(地下水コｰスと合同)�か国(沿海コｰスと合同)�環境地質部設置

�9回生:8か国9名�9回生:10か国10名�沖縄海洋博覧会

�期問:5.8～12.22�期問:6.26～ユO.2写�ベトナム戦争終結

�(7.14～12.17)�(8.4～1O.21)�

�石油と金属の専門コｰス開設�日本語研修(4週間)開始�

昭和51年�10回生:12か国13名�10回生:11か国11名�

(1976)�期間:5.6～12.11�期間:8.19～12.17�ロッキｰド事件発覚

�(6.17～12.7)�(9.20～12.13)�

�アルビッチン､アラブ首厚国初参加�ボリビア初参加�

�日本語研修を1週間短縮�日本語研修短縮(3週間)�

�金属コｰスを遠隔探知コｰスに改変��

昭和52年�11回生:10か国13名�11回生:8か国9名�

(1977)�期問:5.5～12.10�期間:･8.18～12.16�12海里領海法･200海里漁業水

�(6.18～12.6)�(9.19～12.13)�域法公布

�JICA予算による空中磁気探査野外実習開始�コｰスリｰダｰ交代(→小鯛)�有珠火山噴火

�カントリｰリポｰト出版開始��

�技術リポｰト出版開始��

�1O周年記念行事(本誌上)�1O周年記念行事(本誌上)�

昭和53年�12回生:7か国9名�12回生:9か国9名�

(1978)�期間:5.11～12.14�期間:8.17～12.4�新東京国際空港(成田)開港

�(6.19～ユ2.11)�(9.18～12,4)�

�タンザニア初参加�フィジｰ､マリ､タンザニア初参加�

�53年度帰国研修員巡回指導一東南アジア3か国�JICA予算による総合野外実習開始�

昭和54年�13回生:1Oか国12名�13回生:8か国10名�

(1979)�期間:4.26-11.4�期間:7.19～11.9�先進国首脳会議(東京)

�(5.28～10.31)�(8.20～1i.5)�第2次石油ショック

�イラン初参加�時期を1か月繰上げ�地質調査所､筑波研究学園都

�コｰスリｰダｰ交代(→斎藤)��市に移転

�研修期間を1か月短縮個別研修も1年見送り��イラン･イラク戦争勃発

�帰国研修異名簿初版刊行��

�駿河湾空中磁気図出版��

昭和55年�14回生:9か国9名�14回生:11か国n名�

(1980)�期間:5.15～12.18�期間:8.21～12.20�筑波インタｰナショナルセン

�(6.23～12115)�(9.22～12.17)�タｰ新設

�筑波において研修開始�中国､ナイジェリア､シリア初参加�セントヘレンズ火山大爆発

�個別研修の強化�筑波において研修開始�

�研修旅行を漸減��

昭和56年�15回生:8か国10名�15回生:工Oか国10名�

(198i)�期問:5.14～12.17�期間:8.20-12.19�行革論議

�(6.15～12.14)�(9.'1～12.17)�

�中国(本土)初参加�マダガスカル初参加�

�個別研修を強化(43日)�日本語研修取り止め�

1986年12月号�
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表1-3

両コｰスの年表(3)

年�沿海コｰス�地下水コｰ.ス�備考

昭和57年�16回生:6か国8名�16回生:9か国11名�

(1982)�期間:5.13～12.16�期間:8.19-12.ユ8�地質調査所創立100周年

�(6.7～12.13)�(8.3上12,15)�第19回沿海共同探査調整委員

�ガｰナ初参加��会(東京)

�コｰスリｰダｰ交代(→武居)��ITIT国際シンポジウム(筑波)

�日本語研修短縮(2週間)��

昭和58年�17回生:9か国10名�17回生:12か国ユ2名�

(1983)�期間:5.12～12.15�期間:8.18～12.17�

�(6.6～12.12)�(8.30～12.14)�

�アイボリｰコｰスト･シェラレオネ初参加�アルジェリア初参加�

�帰国研修員名簿第2版刊行�コｰスリｰダｰ交代(→野間)�

�浦賀水道空中磁気図出版��

昭和59年�18回生:10か国11名�18回生:9か国9名�

(1984)�期間:5.10～12..13�期間:8.16～12.15�

�(6.4～12.10)�(8.28～12.12)�

�チリ初参加�ドミニカ(共)初参加�

昭和60年�19回生:8か国9名�19回生:11か国11名�

(1985)�期問:5.23～12.26�期間:8.15～12.ユ4�国際科学技術博覧会(筑波)

�(6.17～12.23)�(8.27～12.n)�東京国際研修センタｰ新設

�研修グルｰプ制採用(斎藤)�研修グルｰプ制採用(斎藤)�RMRDC/ESCAP管理理事会

�空中磁気探査野外実習終了��(東京)

�個別研修をさらに強化(52日間)��本ミト刃レレイス火山大噴火

昭和61年�20回生:10か国ユエ名�60年度帰国研修員巡回指導一東アフリカ3�

(1986)�期間:5.12～12.15�か国�先進国首脳会議(東京)

�(6.2～12.12)�20回生:8か国10名�

��期間:8,18～12.15�伊豆大島噴火

�フィジｰ初参加�(8.26～12,12)�円高騰

�JICA予算による沿海調査野外実習開始��

�伊勢湾空中磁気図出版�スｰダン､スワジランド初参加�

��帰国研修異名簿初版刊行�

�20周年記念講演会(地下水コｰスと共催)�20周年記念講演会(沿海コｰスと共催)�

�20周年記念行事(本誌上)�20周年記念行事(本誌上)�

この時だけである.

昭和47年(第6回)

“地下水探査およびさく井に関する科目と実習の充実"

は運営委員会で決められた第1および第2の重点項目

である･これを具体化したようだ形の総合野外実習が

常磐開発(株)の全面的た協力により常磐地区で実施さ

れることにたった.各種の実習項目の中には約30mの井

戸の掘さくも含むという徹底Lたものであり研修員の

間で高く評価された.

たお地下水コｰスではこの年から野外実習の結果を

まとめた“技術リポｰト"および“カントリｰ'リポｰ

ト"の出版がはじめられた.

昭和蝿年(第7回)

前年の目中国交回復に伴い台湾への研修員の割り当

ては停止されることにたる･過去6年間の受入れ実績は

沿海コｰスが10名地下水コｰスは3名であった.

JICAの集団研修はほとんどが直接に英語または通

訳を介して行われている､したがって日本語研修は特

に必要とはしたいが研修旅行で地方に出かげ野外実習

を受ける時だとは日本語にふれる機会も多い.このた

め研修期間の長い沿海コｰスでは技術研修が始まる前

の3～4週間を日本語研修にあてることにした.ただ

し個別研修の一層の強化に追まられた昭和57年以降は

研修員がそろって受ける日本語研修は2週間に短縮され

ることにたる.

昭和49年(第8回)

沿海コｰスのカリキュラムのたかで海上地震探査を

地質ニュｰス388号�
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主とする乗船実習は最も重要た科目のひとつである.

そのためコｰス開設の当初から本所特別研究の調査を

見学するたどの形で取りあげられてきた.またOTCA

がチャｰタｰした小型船による実習も試みられたがわ

ずか1～2目の実習にとどまり研修員の希望を充すに

は程遠いものであった.昭和49年は待望の地質調査船

･白嶺丸(1,900t)が就航し本所に海洋地質都が新設

されたことたどからようやく本格的た船上実習を受け

られるようにたった｡この実習は本所の研究航海の帰

路約1週間にわたって各種の海上調査を体験するもの

であり研修員からは高い評価が得られるようにたっ

た.

“技術リポｰト作成"という名の個別研修は昭和46年

にも一度試行されたがインストラクタｰの負担が余り

にも大きいために2年間は停止されていた.再開にあ

たっては新たに2週間の作成期問を設けたが研修員に

はまだ不充分ということだった.個別研修が名実と

もに強化されるのは昭相50年代の後半からである.

昭和50年(第9回)

JICAの集団研修には“帰国研修員巡回指導"とよぶ

制度がある､およそ数年おきに研修担当者が研修員の出

身国を訪間しその国の地質･資源の状況研究･開発

の実状たどを調査しあわせて帰国研修員が抱える諸問

題を解決するための技術指導を行うものである.本コ

ｰスにおける初の巡回指導は沿海コｰスと地下水コｰス

が合同した形で昭和50年2月から3月にかけタイ･マ

レｰシア･インドネシアの東南アジア3か国で実施され

た(河野･野間･中井1975).

この年沿海コｰスでは石油(探査)と金属(鉱床)の

サブ･コｰスが開設された.研修員の専門分化が著しい

ため共通の教科だけでは満足できたいという事情によ

るもので一定の期問はクラスを2分しより専門的た

内容の講義と室内実習をあたえることにした.

地下水コｰスでは前年度に終わった地下水開発総合実

習に代り研修員の希望を取り入れ日本語研修(4週間)

を開始した.

昭和51年(第10回)

両コｰスはともに10周年を迎え研修買受け入れ総数

は沿海コｰスは23か国113名地下水コｰスでは25か国

106名に達した｡

たお沿海コｰスではサブ･コｰスの金属鉱床を遠隔

探知に切りかえ地下水コｰスは日本語研修を3週間に

短縮するたどの改善策が試みられた.

昭和52年(第11回)

r空中磁気探査｣の重視は沿海コｰスの大きな特徴と

見なされる.すたわち過去20年もの長期にわたって

講義と室内実習が継続されているほか昭和43年には空

中磁気探査の現地見学昭和45年以降は本所特別研究に

支えられた機上実習が行われてきた･なお昭和52年

からはJICA予算に実習費が計上されその後の8年間

は名古屋空港を基地とする空中磁気探査野外実習が行わ

れた.

出版関係では両コｰスの10年の経過をまとめた記念

記事が本誌に掲載された(長谷川･野間･松井1977).

また沿海コｰスのカントリｰ･リポｰトおよび技術リポ

ｰトもこの年から出版されるようにたった.

昭和53年(第12回)

沿海コｰス2回目の帰国研修員巡回指導がインド･

バソグラデツユ･ビルマの3か国を対象に昭和53年8

月から9月にかけて実施された(名取･駒井･関口1978).

地下水コｰスでは研修員の意見を取り入れ1か所に

集中した形の野外実習を岩手県一関市において実施し効

果をおさめた.

昭和54年(第13回)

地質調査所は工技院の他の試験研究所とともにこの

年の秋には筑波研究学園都市へ移転することにたる･

そのため研修期間の長い沿海コｰスでは期間を1か月

短縮し研修の開始時期も2か月繰りあげられた･研

修員に好評だった個別研修もこの年は見送られることに

たった.4か月コｰスの地下水の場合は比較的に影響

が少たく開始の時期を1か月繰りあげるだげにとどま

った.

沿海コｰスでは筑波移転を前に帰国研修員24か国

133名の名簿が初めて刊行された(GSJ1979).また空

中磁気探査野外実習の成果のひとつ1/20万駿河湾空中

磁気図も出版された(Saito&Nakatsuka1979).

昭和55年(第14回)

この年3月にはJICAの筑波インタｰナショナルセン

タｰ(TBIC)が新設されTBICと本所それに工業技

術院筑波管理事務所との提携のもとに両コｰスの集団

研修は筑波で実施されるようにたる.主教場としては

工業技術院の研究協力ゼソタｰ(ETC)を利用すること

にたり施設の面では飛躍的に向上した･しかし問題

は交通の不便さにあり年ねん改善はなされているもの

のまだ充分た解決にはいたっていたい.東京方面に講

師の多い沿海の石油探査サブ･コｰス会社見学を主と
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表2

沿海コｰス国別年度別研修買受け入た数(1967～1986)
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表3地下水コｰス国別年度別研修買受け入れ数(1976～1986)
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する地下水のさく井関係の研修を東京で行うようにした

のはこのためである.

たおこの年は地下水コｰスに中国(本土)から初の

研修員を受け入れた.

昭和56年(第15回)

沿海コｰスにおける個別研修の強化は長い間の懸案で

あった｡それは“集団研修コｰスのたかで個別の要求

はどこまで取りあげられるか"という基本間題に係わる

ためである･しかし情勢の変化および研修の効率を重

視する立場から昭和55･56の両年にわたってそれま

での2倍の43日間に強化された･

地下水コｰスにおいても3週間の日本語研修は取りや

めることにし専門分野の技術研修の強化が図られた.

なお日本語学習に対する希望はTBICが常設している

夜間コｰスで補われることにたった.

昭和57年(第16回)

この年は地質調査所の創立100周年記念ESCAP沿海

共同探査調整委員会の東京開催ITIT国際シンポジウ

ムの筑波開催など本所が係わる大きな行事が続いた.

両コｰスの研修員にも特別展示を見学しシンポジウム

に参加するたどの機会があたえられた.

昭和58年(第17回)

筑波における集団研修も4年目どたり地下水コｰス

では“理論よりも応用に主眼を置いて研修課程に一貫性

を持たせる"方針にしたがい大幅たカリキュラムの見直

しが行われた.

沿海コｰスでは帰国研修員名簿第2版(JICA&GSJ

1983)と1/20万浦賀水道空中磁気図(Nakatuka&sait0

1983)が刊行された.

昭和59年(第18回)

沿海コｰスは南米のチリ地下水コｰスではカリブ海

のドミニカ(共)から初の研修員を迎えチリの研修員

は女性であった.本集団研修コｰスヘの女性の参加は地

下水コｰスの方が多く過去20年間に沿海コｰスは2か

国3名地下水コｰスは7か国9名におよんでいる.

昭和㊧0年(第19回)

沿海コｰスでは個別研修の一層の強化が図られその

期問は52目に延長された.これによって本コｰスは1

か月のJICAオリエンテｰション･日本語研修4か月

の集団研修および約2か月の個別研修で構成されるよう

にたった.

地下水コｰスではコｰスリｰダｰのほかにサブ･コｰ

スリｰダｰを配し研修スタッフの強化が図られた.

ファイナル･ミｰティングにおける研修員の評価は研修

の内容･運営ともにきわめて好評であった.

たおこの年筑波は国際科学技術博覧会(EXPO'85)

にわき研修員にも見学の機会があたえられた.また

東京国際研修センタｰ(TIc幡ヶ谷)が新設されJICA

のオリエンテｰションおよび東京での研修の一部はこ

こで実施されるようにたった.

昭和概年(第20回)

年度末の2月から3月にかけて地下水コｰス2回

目の帰国研修員巡回指導がエジプト･エチオピア･タン

ザニアの3か国を対象に実施され乾燥地帯アフリカ

の庸報が得られた(斎藤･野間･西川1986)･

JICAのゼネラル･イソフォｰメｰツヨン(GI)は昭

和60年度後半から新しい形式のより詳しいものに切り

換えられた.両コｰスのカリキュラムはこれを機会に

全面的に見直すことにたり特に沿海コｰスではその

名にふさわしい内容のものへと大幅た改訂が行われた･

この年は両コｰスの創立20年目にあたるため11月中

旬には筑波において記念講演会(蔵田延男･小野晃司･嶋

崎吉彦･早川正巳の4氏)および祝賀会を開催した.また

地下水コｰス帰国研修員名簿初版(JICA&GSJ1986)

沿海コｰス同名簿補遺(JIcA&GsJ1986)および1/20

万伊勢湾空中磁気図(Nakatsuka&Saitoエ986)を刊行

した.研修員帰国後の年末には記念記事も本誌に掲

載した(倉沢･斎藤･武居･木下･石井･池田1986).

なお20回目を終えた本集団研修コｰスの研修買受げ

入れ総数は沿海コｰスが31か国213名地下水コｰスで

は40か国208名に達した(表1および2参照).

あとがき

20周年という大きな節目を迎え本集団研修コｰスを

受け持つ者のひとりとして記念記事をまとめるたあの

重い筆をとることにたった.そしてそのために諸先

輩が残した貴重た記録を読み返し数多くのことを学び

とることができた･そのたかから特に感じたことの

2点を取りあげこの記事のおわりとしたい.

まず第一は“地道た努力を積み上げることの尊さ"で

ある.各年度の参加者はそれぞれ約10名に過ぎたいが

20年後には両コｰスともに200名を超す大きなグルｰプ

に成長している.帰国研修員の多くぼ中堅技術者と

して母国の発展のために活躍しておりたかには韓国の

ソウル大学教授ESCAPのCCOP議長エジプトの地

下水研究公社次長エチオピアのアルバミソチ研修セン

地質ニュｰス388号�
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タｰ所長というようた高いポストにある者も現われてお

り今後の国際研究･技術協力の発展に大きな期待が寄

せられている.

第二は“世界申が平和であることへの願い"である.

20年のあいだには研修の半ばに革命が起き急いで帰国

した例もあった.また戦争に巻き込まれたベトナムの

研修員との間は今は全く音信がと絶えイランとイラク

の研修員についても欠きた戸惑いを感ずる.理由はど

うあれ各種の紛争は研修を通じて南の国ぐにとの友好

関係を深めようとするわれわれの努力を根底から崩し

てしまうことにたるからである.
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両コｰスのシンボルマｰク

20周年を記念してマｰクを定めたく(デザイン:河村幸男).こ

としの出版物のすべてに刷りこみ記念のシｰルやバッチにも

採りあげた
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